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第１章 公共施設等総合管理計画とは 

我が国においては、高度経済成長期の建設ラッシュ等の影響から、公共施設及びインフラ施設の

老朽化対策が大きな課題となっている。 

 本町の保有する学校施設、社会教育施設、保健・福祉施設、庁舎等の「公共施設」と、道路、下水

道等の「インフラ施設」は、昭和 40 年代から現在までの間に計画的に建設されてきた。これらの公

共施設等は、徐々に大規模改修・建替えの時期を迎え、多額の維持更新費用が必要になると予想され

る。 

 一方で、本町の財政を支える人口は減少の傾向にあり、その財政は、短期的にも長期的にも増加を

期待することはできない。また、人口構成比に偏りが生じ、少子超高齢社会の到来が目前まできてお

り、財政状況は一層厳しさを増すことが予想されている。 

 国においては、平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を定め、インフラの老朽化対策

を推進しており、平成 26 年 4 月には、総務省が全国の地方公共団体に対して、「公共施設等総合管

理計画」の策定を行うよう要請を行った。 

本町では、経営的な視点に基づき、公共施設の運用効率を高め、公共施設を次世代へより良質な資

産として引き継ぐために、「朝日町公共施設等総合管理計画（以下「本計画」という。）」を策定した。 

１．公共施設等総合管理計画策定の背景と目的 
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本計画は、本町の最上位に位置づけられる「第５次朝日町総合計画」を、公共施設及びインフラ

施設について財政の観点から効率的に管理運営することにより下支えする計画である。 

また、その基本方針は、公共施設及びインフラ施設についての、今後の整備や管理のあり方につい

て示すものである。 

こうした状況を踏まえ、本計画においても「第５次朝日町総合計画」に基づき、「夢と希望が持て

るまちづくり朝日町」を目指すために、3つの視点から多面的に検討し、対策していく。 

 １）子育て応援日本一のまち 

  ２）生涯健康で活躍できるまち 

  ３）移住・定住・交流で賑わうまち

２．計画の位置づけ 
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１）公共施設及びインフラ施設一覧 

【公共施設】 

大分類 中分類 施設数 敷地面積(㎡) 
構成比 

(％) 
延床面積(㎡) 

構成比 

(％) 

行政系施設 

庁舎等 1 

22 

26,848.81 

6.2 

6,762.07 

8.6 消防施設 15 3,211.84 1,657.03 

その他行政系施設 6 1,756.55 846.40 

社会教育系施設 

図書館 1 

5 

4,072.89 

3.8 

1,449.00 

3.3 

博物館・美術館 4 15,577.80 2,098.22 

スポーツ・レクリエー

ション系施設 

レクリエーション施

設・観光施設 
1 

4 

31,679.19 

34.5 

1,057.23 

10.7 

スポーツ施設 3 144,794.12 10,467.74 

産業系施設 産業系施設 8 8 29,123.75 5.7 5,248.03 4.9 

保健・福祉施設 

（子育て支援施設） 

保健施設 1 

10 

1,976.36 

6.9 

725.69 

8.0 

高齢福祉施設 3 5,752.13 2,001.43 

障害福祉施設 1 5,747.20 597.69 

児童福祉施設 4 21,512.16 4,996.75 

幼児・児童施設 1 295.04 295.04 

公営住宅 公営住宅 2 2 15,015.00 2.9 8,545.62 8.0 

下水道施設 下水道施設 1 1 39,200.00 7.7 2,613.00 2.5 

町民文化系施設 集会施設 10 10 40,664.92 7.9 8,531.18 7.9 

学校教育系施設 

学校 3 

4 

68,817.00 

13.7 

27,936.00 

26.5 
その他教育施設 1 1,554.00 516.99 

公園 公園 4 4 13,594.13 2.7 653.68 0.6 

病院 病院 3 3 36,375.71 7.1 19,754.96 18.4 

その他施設 その他施設 5 5 4,664.77 0.9 680.03 0.6 

合計 78 512,233.37 100.0 107,433.78 100.0 

庁内資料により作成 

３．対象とする公共施設及びインフラ施設 
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【インフラ施設】 

施設分類 実延長(ｍ) 総面積(㎡) 備考 

道路 280,939 1,478,191  

庁内資料により作成 

※トンネルは、除く。 

施設分類 橋梁数(橋) 実延長(ｍ) 総面積(㎡) 備考 

橋梁 120 1,323 8,046  

庁内資料により作成 

※農道橋は、除く。 

施設分類 施設数(箇所) 実延長(ｍ) 備考 

下水道 1 98,631 
普及率 69.4％ 

接続率 71.9％ 

庁内資料により作成 
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２）施設分類別公共施設 

①行政系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

庁舎等 
1 役場庁舎 町有 S60 31 新耐震施設 6,762.07 

小計 6,762.07 

消防施設 
15 

第１分団蛭谷消防ポンプ車車庫 直営 S63 28 新耐震施設 49.99 

第１分団山崎消防ポンプ車車庫 直営 H2 26 新耐震施設 79.50 

第２分団大家庄消防ポンプ車車庫 直営 S55 36 不要 79.32 

第２分団藤塚消防ポンプ車車庫 直営 S61 30 新耐震施設 49.96 

第３分団月山消防ポンプ車車庫 直営 S49 42 不要 33.12 

第３分団南保消防ポンプ車車庫 直営 H3 25 新耐震施設 70.39 

第３分団桜町消防ポンプ車車庫 直営 H1 27 新耐震施設 67.91 

第４分団赤川消防ポンプ車車庫 直営 S50 41 不要 25.14 

第４分団草野消防ポンプ車車庫 直営 H6 22 新耐震施設 49.95 

第４分団平柳消防ポンプ車車庫 直営 S62 29 新耐震施設 77.01 

第５分団本町消防ポンプ車車庫 直営 H20 8 新耐震施設 49.86 

第５分団笹川消防ポンプ車車庫 直営 S60 31 新耐震施設 48.48 

第６分団宮崎消防ポンプ車車庫 直営 S56 35 新耐震施設 57.69 

第６分団境消防ポンプ車車庫 直営 H27 1 新耐震施設 79.32 

朝日消防署 直営 S53 38 未実施 839.39 

小計 1,657.03 

その他行

政系施設 

6 

除雪機械格納庫（横尾） 直営 H2 26 新耐震施設 153.00 

小型除雪車車庫（山崎） 直営 S62 29 新耐震施設 91.00 

小型除雪車車庫（大家庄） 直営 H2 26 新耐震施設 40.40 

小型除雪車車庫（南保） 直営 S61 30 新耐震施設 74.00 

柳田水防倉庫 直営 S60 31 新耐震施設 85.00 

泊駅駐輪場 直営 H2 26 新耐震施設 403.00 

小計 846.40 

合計 9,265.50 

庁内資料により作成 
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②社会教育系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

図書館 
1 図書館 直営 H26 2 新耐震施設 1,449.00 

小計 1,449.00 

博物館・

美術館 

4 

明治記念館 直営 H26 2 新耐震施設 134.00 

朝日町立生涯学習館・朝日町立ふる

さと美術館 
指定 H2 26 新耐震施設 1,203.58 

まいぶんＫＡＮ 直営 H18 10 新耐震施設 699.89 

不動堂遺跡 復元住宅 3棟を除く 直営 S56 35 不明 60.75 

小計 2,098.22 

合計 3,547.22 

庁内資料により作成 

③スポーツ・レクリエーション系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

レクリエ

ーション

施設・観

光施設 

1 
朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場

（管理棟、ケビン等含む） 
指定 H11 17 新耐震施設 1,057.23 

小計 1,057.23 

スポーツ

施設 

3 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場

（管理棟、東屋等含む） 
指定 H22 6 新耐震施設 233.83 

朝日町環境ふれあい施設 らくち

～の 
指定 H11 17 新耐震施設 4,210.00 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ 
指定 H6 22 新耐震施設 6,023.91 

小計 10,467.74 

合計 11,524.97 

庁内資料により作成

④産業系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

産業系 

施設 

8 

旧桜町保育所 貸与 S44 47 未実施 304.74 

朝日町農村地域総合交流促進施設 

なないろＫＡＮ 
指定 H7 21 新耐震施設 1,836.00 

ヒスイ海岸駐車場公共トイレ 直営 H11 17 新耐震施設 73.75 

越中宮崎駅公共トイレ 直営 H12 16 新耐震施設 33.00 

朝日町農林産物加工施設 食彩あ

さひ 
指定 H15 13 新耐震施設 659.85 

さみさと小学校前公共トイレ 直営 H7 21 新耐震施設 29.00 

五差路周辺複合施設 指定 H27 1 新耐震施設 2,190.69 

朝日町バタバタ茶伝承館 指定 H21 7 新耐震施設 121.00 

小計 5,248.03 

合計 5,248.03 

庁内資料により作成
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⑤保健・福祉施設（子育て支援施設） 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

保健施設 
1 保健センター（複合施設） 直営 H16 12 未実施 725.69 

小計 725.69 

高齢福祉 

施設 

3 

老人福祉センター 直営 S53 38 一部実施 1,041.30 

在宅介護支援センター 直営 H11 17 新耐震施設 614.90 

朝日町デイ・サービスセンター 指定 H1 27 新耐震施設 345.23 

小計 2,001.43 

障害福祉 

施設 

1 朝日町基幹集落センター 指定 S52 39 未実施 597.69 

小計 597.69 

児童福祉 

施設 

4 

さくら保育園（複合施設） 直営 H25 3 新耐震施設 648.85 

あさひ幼児教育センター 

ひまわり幼児園 
直営 H14 14 新耐震施設 1,788.11 

泊南部保育所 直営 S51 40 未実施 744.73 

いちご保育園 直営 H20 8 新耐震施設 1,815.06 

小計 4,996.75 

幼児・児

童施設 

1 児童館（複合施設） 直営 H16 12 未実施 295.04 

小計 295.04 

合計 8,616.60 

庁内資料により作成 

⑥公営住宅 

施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

公営住宅 

2 

朝日町営住宅向陽町団地１～３号

棟 
直営 S56 35 新耐震施設 3,133.92 

朝日町営住宅旭ケ丘団地１～５号

棟、集会所 
直営 S63 28 新耐震施設 5,411.70 

小計 8,545.62 

合計 8,545.62 

庁内資料により作成

⑦下水道施設 

施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

下水道 

施設 

1 朝日浄化センター 町有 H12 16 新耐震施設 2,613.00 

小計 2,613.00 

合計 2,613.00 

庁内資料により作成
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⑧町民文化系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

集会施設 
10 

蛭谷自治会館 貸与 S61 30 新耐震施設 296.82 

羽入自治会館 貸与 S61 30 新耐震施設 271.80 

朝日町南保地区多目的施設 みず

穂館 
指定 H19 9 新耐震施設 799.60 

朝日町若者創作活動施設 関の館 指定 H10 18 新耐震施設 740.00 

朝日町地域農産物等活用型総合交

流促進施設 カルチャーセンター

みやざき 

指定 H11 17 新耐震施設 837.00 

朝日町笹川地区多目的施設 共生

の里さゝ郷 

（バーベキュー棟等含む） 

指定 H13 15 新耐震施設 942.63 

朝日町五箇庄地区多目的施設 彩

の里（複合施設） 
指定 H25 3 新耐震施設 978.93 

朝日町山崎地区多目的施設 やま

ざき紅悠館 
指定 H14 14 新耐震施設 743.40 

朝日町緑化推進及び多目的施設 

大家庄華遊館 
指定 H12 16 新耐震施設 896.00 

あさひコミュニティホール アゼ

リア 
指定 H4 24 新耐震施設 2,025.00 

小計 8,531.18 

合計 8,531.18 

庁内資料により作成

⑨学校教育系施設 
施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

学校 
3 

さみさと小学校 直営 H6 22 新耐震施設 9,041.00 

あさひ野小学校 直営 H10 18 新耐震施設 5,661.00 

朝日中学校 直営 H23 5 新耐震施設 13,234.00 

小計 27,936.00 

その他教

育施設 

1 教育センター 直営 H5 23 新耐震施設 516.99 

小計 516.99 

合計 28,452.99 

庁内資料により作成 
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⑩公園 

施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

公園 

4 

朝日町森林総合利用施設「三峯グ

リーンランド」 管理事務所 
直営 S54 37 不要 97.20 

棚山ファミリーランド 管理事

務所 
直営 S63 28 新耐震施設 103.68 

朝日町高齢者生きがいセンター

「棚山荘」 
直営 S55 36 未実施 213.80 

歴史公園 直営 H2 26 新耐震施設 239.00 

小計 653.68 

合計 653.68 

庁内資料により作成 

⑪病院 

施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

病院 

3 

あさひ総合病院 直営 H16 12 新耐震施設 17,503.09 

あさひ総合病院公舎新館 直営 H16 12 新耐震施設 801.12 

あさひ総合病院公舎旧館 直営 S59 32 新耐震施設 1,450.75 

小計 19,754.96 

合計 19,754.96 

庁内資料により作成 

⑫その他施設 

施設 

分類 

施設

数 
施設名称 

運営 

形態 

建築 

年度 

経過 

年数 

耐震 

補強 

延床面積 

（㎡） 

その他 

施設 

5 

朝日町ふるさと移住体験施設 ほ

たる交流館 
指定 H27 1 新耐震施設 297.62 

第１資源物回収広場 直営 S53 38 不要 172.40 

第２資源物回収広場 直営 H27 1 新耐震施設 148.31 

第６分団大平車庫 貸与 S58 33 不明 24.70 

プレハブ 貸与 H26 2 不明 37.00 

小計 680.03 

合計 680.03 

庁内資料により作成 
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運営形態凡例 

  ・町有   ：町が所有し、管理運営している施設。 

  ・直営   ：所有形態に関わらず、町が管理運営している施設。 

  ・指定   ：指定管理者施設。 

 ・貸与   ：町が所有する施設を組織や個人に貸し出している施設。 

耐震補強凡例 

 ・実施済  ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強実施済みの施設。 

  ・未実施  ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強未実施の施設。 

  ・一部実施 ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強を一部実施済みの施設。 

  ・新耐震施設：昭和 57 年以降に建設された新耐震基準の施設。 

  ・不明   ：耐震補強診断及び耐震補強の状況が不明なもの。 

  ・不要   ：富山県の公共施設等総合管理計画の方針による。
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第２章 公共施設等の現況と将来更新費用の推計 

１）公共施設の保有状況 

①保有数と延床面積の状況 

平成 28 年度に本町が所有する公共施設は、78 施設（延床面積 107,433.78 ㎡）である。延

床面積は、平成 6年度のさみさと小学校、朝日町文化体育センター施設 サンリーナ、平成 11

年度の朝日町地域農産物等活用型総合交流促進施設 カルチャーセンターみやざき、朝日町

環境ふれあい施設 らくち～の、平成 16 年度のあさひ総合病院、平成 23 年度の朝日中学校

等の建設時期に大きく増加している。 

平成 27 年国勢調査による総人口(確定値)は 12,246 人であり、町民 1 人あたりの延床面積

は約 8.8 ㎡／人である。 

【一般会計公共施設の年度別整備床面積（下水道施設を除く公共施設）】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

分類別で延床面積の割合を見てみると、最も割合が大きいのは、学校教育系施設で 26.5％、

病院が 18.4％、スポーツ・レクリエーション系施設が 10.7％となっている。 

なお、町営住宅については、平成 25 年度に朝日町営住宅長寿命化計画を策定した。 

１．公共施設の概要 

新耐震基準（S57 年以降）

93,463 ㎡ 89.2％

旧耐震基準（S56 年以前）

11,358 ㎡ 10.8％

新旧耐震基準の切り替わり
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②土地面積の内訳 

平成 28 年度に保有している面積は、512,233.37 ㎡である。なお、固定資産台帳で敷地面

積が不明な公共施設については、延床面積を敷地面積に代用しており、若干の相違がある。 

最も割合が大きいのはグラウンドや公園で、スポーツ・レクリエーション系施設で 34.5％、

学校教育系施設が 13.7％、町民文化系施設が 7.9％となっている。 

③耐震化の状況 

平成 28 年度に保有している公共施設のうち、下水道施設を除く新耐震基準(S57 年以降の建

設)の建物の延床面積が 93,463.7 ㎡で全体の 89.1％、旧耐震基準(S56 年以前)の建物の延床

面積が 11,357.1 ㎡で 10.9％となっている(次ページのグラフ参照)。 

新耐震基準の建物の割合に旧耐震基準で耐震工事を実施した建物の割合を加えると全体の

95.2％となり、ほぼ耐震化対策が行われている。 

本町における耐震化の実施を判断する基準は、先に策定された富山県公共施設等総合管理

計画方針に記載された「昭和 56 年以前建築の非木造 2階建て以上又は延べ床面積 200 ㎡以上

の建築物」に準拠する。 

旧耐震基準の公共施設のうち、耐震対策がなされているのは昭和 51 年度に建設された朝日

町文化体育センター施設 サンリーナの第２体育室である。 

なお、保健・福祉施設である保健センター・児童館は、昭和 49年 3 月 30 日に建設された施

設で、平成 17年 3 月に改修している施設であるが、その際に耐震化対策はされなかった。こ

のため、耐震化未実施となっている。 

行政系施設, 
6.2%

社会教育系施設, 3.8%

スポーツ・レクリエーション

系施設, 34.5%

産業系施設, 5.7%
保健・福祉施設, 6.9%

公営住宅, 2.9%

下水道施設, 
7.7%

町民文化系

施設, 7.9%

学校教育系施設, 13.7%

公園, 2.7%

病院, 7.1%

その他施設, 
0.9% 行政系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリエーション系

施設

産業系施設

保健・福祉施設

公営住宅

下水道施設

町民文化系施設

学校教育系施設

公園

病院

その他施設
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【耐震化の状況】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

※本グラフの延床面積は、下水道施設を除く。

耐震化未実施の施設は、4,753.3 ㎡で全体の 4.5％である。旧耐震基準の公共施設のうち耐震化工

事が未実施の施設は、次の一覧表に示すとおりである。 

【耐震化未実施のもの】 

建設年度 分類 施設名称 延床面積(㎡) 

昭和 44 年度 産業系施設 旧桜町保育所 304.74 

昭和 51 年度 保健・福祉施設 朝日町基幹集落センター 597.69 

昭和 51 年度 保健・福祉施設 泊南部保育所 744.73 

昭和 53 年度 行政系施設 朝日消防署 830.39 

昭和 53 年度 保健・福祉施設 
老人福祉センター 

（一部耐震化済み） 
1,041.30 

昭和 55 年度 公園 朝日町高齢者生きがいセンター「棚山荘」 213.80 

平成 16 年度 保健・福祉施設 保健センター・児童館 1,020.73 

合計 4,753.38 

庁内資料により作成 

※朝日消防署の延床面積は、耐震化が不要な自転車小屋 9.0 ㎡を除いている。 

旧耐震基準(S56 年以前) 

11,358 ㎡ 10.8％

新耐震基準(S57 年以降) 

93,463 ㎡ 89.2％

旧耐震基準の建物の

うち、耐震化未実施

4,753 ㎡ 4.5％
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１）インフラ施設の保有状況 

【町が保有するインフラ施設の状況】 

施設分類 種別 実延長(ｍ) 総面積(㎡) 備考 

道路 

町道 202,583 1,123,399  

林道 70,392 304,646  

農道 7,964 50,146  

合計 280,939 1,478,191  

                                 庁内資料により作成 

※トンネルは、除く。 

施設分類 橋梁数(橋) 実延長(ｍ) 総面積(㎡) 備考 

橋梁 120 1,323 8,046  

庁内資料により作成 

※農道橋は、除く。 

施設分類 施設数 実延長(ｍ) 備考 

下水道 1 98,631 
普及率 69.4％ 

接続率 71.9％ 

庁内資料により作成 

①道路 

平成 27 年度の道路の総延長は 280,939ｍ（町道の実延長は 202,583ｍ、林道の実延長は

70,392ｍ、農道の実延長は 7,964ｍ）、その総面積は 1,478,191 ㎡（町道の面積は 1,123,399

㎡、林道の面積は 304,646 ㎡、農道の面積は 50,146 ㎡）である。 

②橋梁 

平成 27 年度の橋梁の整備状況は、橋梁面積が 8,046 ㎡、橋梁数が 120 橋となっている。但

し、全体のうち構築年度不明数が 95 橋に達している。 

なお、橋梁については、平成 23 年度に朝日町橋梁長寿命化修繕計画を策定し、平成 28 年度

に計画の見直しを行った。 

２．インフラ施設の概要 
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③下水道 

平成 27 年度の下水道施設の整備状況は、総延長が 98,631ｍ、その普及率 69.4％、下水道接

続率は 71.9%となっている。下水道プラント施設は平成 12 年度以降、下水道管配管は平成 9

年度以降に整備された。下水道管は、塩ビ管を主体にしながらコンクリート管を一部整備して

いる。 

【下水道の年度別整備延長】 

                     庁内資料・総務省ソフトにより作成 
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１）総人口の推移 

本町の平成 27 年国勢調査による総人口(確定値)は 12,246 人(男性 5,695 人、女性 6,551 人)、

世帯数は 4,514 世帯となっている。 

  総人口の推移をみると、昭和 20 年の戦後復興期に人口が急増し、昭和 25 年にはピークを迎え

23,402 人にまで増加した。しかし、これが総人口のピークとなり、それ以降は現在に至るまで人

口の減少が続いてきた。 

【朝日町総人口の推移一覧表】                     （単位：人） 

区分 昭和 25年 昭和 30年 昭和 35年 昭和 40年 昭和 45年 昭和 50年 昭和 55年 

人口 23,402 22,901 21,343 21,011 19,311 19,083 18,631 

区分 昭和 60年 平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

人口 18,819 17,569 17,007 15,915 14,700 13,651 12,246 

国勢調査より作成 

【朝日町総人口の推移】 

国勢調査より作成 

３．人口の動向 
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２）年齢 3区分別将来展望人口の推移 

平成 27年 10 月に策定された朝日町人口ビジョンにおいて、対象期間である平成 72年までの約

45 年間の将来人口を展望した結果を用い、将来展望人口を取りまとめた。 

  将来展望人口による総人口の推計値は、平成 32 年は 12,009 人、平成 52 年は 9,000 人、平成 72

年は 7,000 人となっている。 

また、年齢 3区分別人口の推計値は、以下のグラフのとおりである。 

【朝日町の年齢 3区分別将来展望人口の推移】

朝日町人口ビジョン、国勢調査データより作成 
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１）現状 

  ①歳入決算額の推移(一般会計決算) 

   平成 27 年度の歳入決算額(一般会計決算)は、98.5 億円である。 

その内訳は、地方交付税約 32.7 億円が最も多く、その他特定財源 24.9 億円、地方税(町

税)14.7 億円、地方債(町債)10.6 億円の順となっている。地方税(町税)は、歳入全体の 14.9％

である。 

【平成 27 年度 歳入決算額】 

庁内資料により作成 

【歳入決算額(一般会計決算）】                   （単位：億円） 

区分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

歳入決算額 68.3 70.1 75.7 85.1 81.4 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 10 ヵ年平均 

86.0 84.4 90.2 94.9 98.5 83.5 

庁内資料により作成 

４．財政の状況 

地方税

14.7億円, 14.9%

地方交付税

32.7億円, 33.2%

その他一般財源

3.5億円, 3.6%
地方債

10.6億円, 10.8%

国庫支出金

7.5億円, 7.6%

都道府県支出金

4.6億円, 4.7%

その他特定財源

24.9億円, 25.2%

地方税 地方交付税 その他一般財源 地方債 国庫支出金 都道府県支出金 その他特定財源

一般財源 

51.7% 
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【歳入決算額（一般会計決算）の推移】 

                                   庁内資料により作成 
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②歳出決算額の推移(一般会計決算) 

   平成 27 年度の歳出決算額(一般会計決算)は、88.6 億円である。 

その内訳は、積立金・投資及び出資金・貸付金が最も高く 15.0 億円、投資的経費が 14.1 億

円、補助費等が 13.8 億円、人件費が 12.6 億円の順となっている。 

平成 18 年度から平成 27年度までの 10 年間の平均歳出決算額（一般会計決算）は、76.9 億

円である。 

【平成 27 年度 歳出決算額】 

庁内資料により作成

【歳出決算額（一般会計決算）】                    （単位：億円） 

区分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

歳出決算額 62.7 63.7 71.0 78.6 76.1 

平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 10 ヵ年平均 

78.7 78.1 83.6 87.9 88.6 76.9 

                               庁内資料により作成

人件費

12.6億円, 14.2%
扶助費

6.1億円, 6.9%

公債費

7.0億円, 7.9%

物件費

10.1億円, 11.4%

維持補修費

1.2億円, 1.4%

補助費等

13.8億円, 15.6%

投資的経費

14.1億円, 15.9%

積立金・貸付金等

15.0億円, 16.9%

繰出金

8.7億円, 9.8%

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費

補助費等 投資的経費 積立金・貸付金等 繰出金

義務的経費 

29.0% 



[ 21 ] 

【歳出決算額(一般会計決算)の推移】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

※グラフ中の内訳は、平成 27 年度歳出決算額の内訳である。

億円

100

80

60

40

20

0

平成 27年度

88.6億円
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③投資的経費の推移及び内訳(一般会計決算) 

平成 27 年度の投資的経費(一般会計決算)は、14.1 億円である。 

その内訳は、公共施設に係る投資的経費が 7.5 億円と最も高く、その他が 4.2 億円、道路及

び橋梁に係る投資的経費が 1.9 億円、公共施設、道路及び橋梁に係る用地取得費が 0.5 億円

となっている。 

平成 18 年度から平成 27年度までの 10 年間の平均投資的経費は、12.2 億円である。 

【平成 27 年度 投資的経費】 

庁内資料により作成

【投資的経費額(一般会計決算）】                   （単位：億円） 

区分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

投資的経費額 6.1 7.3 10.6 12.7 10.6 

平成 23 年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 10 ヵ年平均 

14.9 9.8 17.5 18.7 14.1 12.2 

庁内資料により作成

公共施設に係る

投資的経費

7.5億円, 53.2%

道路及び橋梁に係る

投資的経費

1.9億円, 13.5%

公共施設、道路及び

橋梁に係る

用地取得費

0.5億円, 3.5%

その他

4.2億円, 29.8%

公共施設に係る

投資的経費

道路及び橋梁に係る

投資的経費

公共施設、道路及び

橋梁に係る

用地取得費

その他
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【投資的経費(一般会計決算)の推移】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

※グラフ中の内訳は、平成 27 年度投資的経費の内訳である。

億円

20

15

10

5

0

平成 27年度

14.1億円
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２）将来における更新費用の推計 

 今後 40 年間の更新費用は、627.5 億円が見込まれる。 

１年あたりの更新費用は 15.7 億円で、過去 5年間の平均投資額約 15.0 億円の 104.7%と推定さ

れる。 

  将来更新費用は、平成 46～47 年で公共施設整備額が膨らみ、年間の整備額が約 30 億円になる

ことが見込まれている。 

平成 60 年からは、下水道整備額の負担が大きくなると予想される。

【投資的経費額 5ヵ年平均(一般会計決算)】               （単位：億円） 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 5ヵ年平均 

投資的 

経費額 
14.9 9.8 17.5 18.7 14.1 15.0 

庁内資料により作成

【将来更新費用の推計】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

※公共施設等更新費用試算ソフト(総務省)により推計した。 

※更新費用試算ソフトは直近5ヵ年の投資的経費から40年間の更新費用を算定する仕様となってい

ることから、平成 28 年から平成 67 年までの 40年間を推計した。
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５－１ 公共施設 

１）更新費用の推計方法 

公共施設に要する今後の更新費用の試算は、総務省が示す公共施設等更新費用試算ソフトによ

り算定する。 

推計の前提条件は次のとおりである。 

２）公共施設の将来における更新費用の推計 

一般会計における今後 40 年間の公共建築物における更新費用は、363.3 億円が見込まれる。１

年あたりの更新費用は 9.1 億円となる事が予想される。過去 5年間の平均投資額は 8.88 億円であ

った。 

なお、更新費用の推計は、次の条件仮説に基づいている。 

【期間】 

区分 改修実施・更新年数 修繕・建替え期間 

大規模改修 30 年 2 年 

建替え 60 年 3 年 

【単価表】                            （単位：円／㎡） 

区分 大規模改修 建替え 

行政系施設 250,000 400,000 

社会教育系施設 250,000 400,000 

スポーツ・レクリエーション系施設 200,000 360,000 

産業系施設 250,000 400,000 

保健・福祉施設 200,000 360,000 

公営住宅 170,000 280,000 

下水道施設 200,000 360,000 

町民文化施設 250,000 400,000 

学校教育施設 170,000 330,000 

公園 170,000 330,000 

病院 250,000 400,000 

その他施設 200,000 360,000 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 

５．公共施設及びインフラ施設の更新費用の推計 

【推計の前提条件】 

 ① 公共施設の施設分類毎に、建替え・大規模改修について、更新年数経過後に現在と 

同じ延床面積等で更新すると仮定し、延床面積の数量に更新単価を乗じることによ 

り、更新費用を算出する。 

 ② 公共施設の更新年数は施設整備後、大規模改修を 30年、建替えを 60 年とする。 

 ③ 大規模改修の積み残しは、建築後 30 年以上 50 年未満の施設について、今後 10 年 

間で均等に大規模改修を実施することとする。 

 ④ 大規模改修及び建替えに係る更新単価は、別途記載する。 
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【将来更新費用の推計】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成
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５－２ 道路 

１）更新費用の推計 

道路に要する今後の更新費用の試算は、総務省が示す公共施設等更新費用試算ソフトにより算

定する。 

推計の前提条件は次のとおりである。 

２）道路の総面積による将来の更新費用の推計 

 今後 40 年間の既存道路における整備額は、185.3 億円が見込まれる。１年あたりの整備額は 4.6

億円と推定される。なお、過去 5年間の平均投資額は 0.80 億円である。 

【過去 5 年間の投資額】                       （単位：億円） 
年度 既存更新費用 新規整備費用 用地取得費用 合計 

平成 23年度 0.51 0.59 0.00 1.10 

平成 24年度 0.01 0.51 0.00 0.52 

平成 25年度 0.03 0.25 0.00 0.28 

平成 26年度 0.40 0.32 0.06 0.78 

平成 27年度 0.40 0.88 0.04 1.32 

合計 1.35 2.55 0.10 4.00 

5 ヵ年平均 0.27 0.51 0.02 0.80 

庁内資料により作成 

なお、更新費用の推計は、次の条件仮説に基づいて実施している。 

【道路将来更新費用の推計条件の設定値】 
区分 種別 更新年数(年) 更新単価(円／㎡) 

道路 

町道 15 4,700 

林道 15 4,700 

農道 15 4,700 

総務省ソフトにより作成 

【推計の前提条件】 

 ① 町道、林道、農道については、年度別の整備実績を示すことが難しいことから、 

道路の総面積を更新年数で割り、年平均舗装更新量を算出し、これに舗装単価を 

乗じることにより更新費用を推計する。 

 ② 道路の更新年数及び更新単価は、別途記載する。 
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【道路総面積の将来更新費用の推計】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成
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５－３ 橋梁 

１）更新費用の推計 

橋梁に要する今後の更新費用の試算は、総務省が示す公共施設等更新費用試算ソフトにより算

定する。 

推計の前提条件は次のとおりである。 

２）橋梁の総面積による将来の更新費用の推計 

橋梁の整備総額は 36.0 億円であり、今後 40 年間の橋梁における整備額は、24.0 億円が見込ま

れる。１年あたりの整備額は 0.6 億円と推定される。 

  なお、更新費用の推計は、次の条件仮説に基づいて実施している。 

【期間】 

区分 更新年数(年) 

橋梁の更新 60 

総務省ソフトにより作成

【単価表】 

区分 更新単価(円／㎡) 

ＰＣ橋 425,000  

ＲＣ橋 425,000 

鋼橋 500,000 

総務省ソフトにより作成 

【推計の前提条件】 

 ① 橋梁については、建設年度が不明なものが多いことから、橋梁の総面積を更新年数 

で割った面積を 1年間の更新量と仮定し、これに更新単価を乗じることにより更新 

費用を推計する。 

 ② 橋梁の更新年数及び更新単価は、別途記載する。 
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【橋梁の総面積による将来の更新費用の推計】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成 
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５－４ 下水道施設 

１）更新費用の推計 

下水道に要する今後の更新費用の試算は、総務省が示す公共施設等更新費用試算ソフトにより

算定する。 

推計の前提条件は次のとおりである。 

２）下水道の総面積による将来の更新費用の推計 

下水道の整備総額は 127.5 億円であり、今後 40 年間の下水道における整備額は、54.9 億円が

見込まれる。１年あたりの整備額は 1.4億円と推定される。 

  但し、第５次朝日町総合計画では、下水道と合併処理を合わせて平成 37 年度までに普及率を

100％にする計画であり、それまでは新規整備費が投資されることとなる。なお、過去 5年間は新

規整備費用のみが計上されており、5ヵ年の平均投資額は 7.2 億円である。 

【過去 5 年間の投資額】                       （単位：億円） 

年度 既存更新費用 新規整備費用 用地取得費用 合計 

平成 23年度 0 4.2 0 4.2 

平成 24年度 0 8.3 0 8.3 

平成 25年度 0 8.5 0 8.5 

平成 26年度 0 7.8 0 7.8 

平成 27年度 0 7.0 0 7.0 

合計 0 35.8 0 35.8 

5 ヵ年平均 0 7.2 0 7.2 

庁内資料により作成

【期間】 

区分 大改修実施年数(年) 更新年数(年) 

プラント 30 60 

下水道管 ― 50 

【単価表】 

区分 更新単価(円／㎡) 

コンクリート管 124,000 

塩ビ管 124,000 

総務省ソフトにより作成 

【推計の前提条件】 

 ①下水道管については、更新年数経過後に現在と同じ長さで更新すると仮定し、管径 

別年度別延長に、それぞれの更新費用を乗じることにより更新費用を算定する。 

 ② 公共施設一覧に記載された下水道施設(建物)について、公共施設の推計方法になら 

い加算する。 

 ③ 下水道施設の大規模改修、建替えについて、更新年数経過後に更新割合で更新され 

ると仮定し、費用を加算する。 

 ④ 調査年度から 40年度分(固定値)の更新費用を算定する。 

 ⑤ 下水道の施設及び下水道管の更新年数及び更新単価は、別途記載する。 
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【下水道の管径別年度別延長による将来更新費用の推計】 

庁内資料・総務省ソフトにより作成

総整備額 127.5億円
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

公共施設等の耐用年数は数十年と非常に長い期間にわたるため、管理計画においても、長期間の

対応を考慮した維持管理が必要不可欠となる。 

このため、本計画は、平成 28 年度から平成 67年度までの 4期 40 年間を計画期間とする。 

なお、人口の変化や財政状況の動向を考慮し、10 年を 1期として計画内容を見直すこととする。 

【朝日町公共施設等総合管理計画の計画期間】 

平成 28年度 ～ 平成 67年度 

【4 期 40 年間】 

１．計画期間 

平成 28～37年度 

【10年間】 

第 1期計画実施期間 

平成 38～47年度 

【10年間】 

第２期計画実施期間 

平成 48～57年度 

【10年間】 

第３期計画実施期間 

平成 58～67年度 

【10年間】 

第 4期計画実施期間 
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これまでにとりまとめた本町の公共施設、インフラ施設、人口、財政状況を踏まえ、現況と 1 期

後及び 4期後の町の状況とを比較検討し、本町が抱える公共施設等の課題について整理する。 

【一人あたりの公共施設等の状況】 

区分 
平成 27年 

(国勢調査) 

平成 37年 

(推計値) 

変化率 

(H27 年比) 

平成 67 年 

(推計値) 

変化率 

(H27 年比) 

人
口

総人口 12,246 人 11,500 人 -6.1％ 7,363 人 -39.9％

年少人口 1,094 人 1,199 人 9.6％ 1,054 人 -3.7％

生産年齢人口 6,141 人 5,517 人 -10.2％ 3,593 人 -41.5％

老年人口 5,011 人 4,784 人 -4.5％ 2,715 人 -45.8％

高齢化率 40.9 41.6 
0.7 ポイント 

の増加 
36.9 

4.0 ポイント 

の減少

公
共
施
設

公共施設延床

面積 
107,433.78 ㎡ 107,433.78 ㎡ 0.0％ 107,433.78 ㎡ 0.0％ 

総人口１人あ

たり 
8.8 ㎡／人 9.3 ㎡／人 5.7％ 14.6 ㎡／人 65.9％ 

道
路

総面積 1,478,191 ㎡ 1,478,191 ㎡ 0.0％ 1,478,191 ㎡ 0.0％ 

総人口１人あ

たり 
120.7 ㎡／人 128.5 ㎡／人 6.5％ 200.8 ㎡／人 66.4％ 

橋
梁

総面積 8,046 ㎡ 8,046 ㎡ 0.0％ 8,046 ㎡ 0.0％ 

総人口１人あ

たり 
0.66 ㎡／人 0.70 ㎡／人 6.1％ 1.09 ㎡／人 65.2％ 

下
水
道

総延長 98,631ｍ 164,220ｍ 66.5％ 164,220ｍ 66.5％ 

総人口１人あ

たり 
8.1ｍ／人 14.3ｍ／人 76.5％ 22.3ｍ／人 175.3％ 

２．現状及び課題の整理 
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 これまで検討してきた内容を踏まえ、本町における公共施設等を取り巻く課題について整理した。 

項目 課題・問題 

公共施設 

インフラ施設 

１）公共施設については、現状 78施設ある公共施設のうち 29.5％にあたる 23施設で、耐用年数

の 30年を経過している。 

２）今後の 5年間をみても、行政系施設の消防施設、社会系教育施設の美術館、公営住宅等で耐

用年数の 30年を経過する公共施設が増加する見込みで、大規模改修や建替えが必要となる。 

３）下水道は、施設整備が平成 9年度に開始された比較的新しい施設であるが、平成 34年度まで

に普及率を 100％にするための新規設備投資が続く。 

平成 60年以降、下水道管の老朽化を迎えて整備費用が増加する見込みである。 

４）今後も安心安全な都市機能を充分に提供し維持していくため、適切な時期に点検診断を実施

し、優先順位に従って老朽化対策を行う必要がある。 

５）人口減少が急激に進んでいるため、町民一人あたりの延床面積は非常に大きく増加している

ように見受けられるが、町民の利便性を担保しつつ施設の複合化等の合理化を進める必要があ

る。 

人口 

１）総人口は、平成 67年には 7,363 人と推計されており、平成 27年の人口数に対して 39.9％減

少することが見込まれている。 

２）本町の財政を支える生産年齢人口は、平成 67年には 41.5％減少することから、財政面へ与

える影響が非常に大きいと考えられる。 

財政 

１）平成 46～47 年にかけて、公共施設整備費が突出して多くなり約 30億円になる。こうした更

新が集中する場合を想定し、更新費用の平準化を図る必要がある。 

２）公共建築物の更新費用の推計では、今後 40年は 9.1 億円／年の整備費が必要と予想されてい

る。 

 また、総人口の減少だけでなく生産年齢人口が 41.5％減少することにより、現状の施設規模

をそのまま維持すると仮定すると、1人あたりの公共施設延床面積の割合が 65.9％増加するた

め、これまで以上に財源の確保が困難となる。 
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３－１ 基本方針 

  公共施設及びインフラ施設は、耐用年数が過ぎれば大規模な改修や更新をする必要が出てくる。

その一方、人口については昭和 55年以降、一貫して人口減少の状況で総人口の減少が進むと予想

されている。今や、人口構成は高齢化率 40％を超える高齢社会の中にある。加えて、財政を支え

る生産年齢人口が最も減少する事が予想されている。 

  こうした試算から、将来の財政状況は現在より更に厳しくなることが予想される。現在設置さ

れている公共施設の量や質を限られた予算の中で維持しようとすれば、良質なサービスの提供を

維持しきれない施設等が発生することが予想される。町の誰もが安全に、安心して将来にわたっ

て本町で生活していくために、必要性の高い施設のサービスを確保する必要がある。 

  本町が迎える将来の社会状況や財政状況、住民ニーズを考慮し、公共施設やインフラ施設を適

切に管理・運用していくためには、個々の施設やインフラ施設毎に住民ニーズや維持管理手法を

考慮するのではなく、本町全体のニーズと維持管理状況を俯瞰し、全体を最適化する施設管理を

実施していく必要がある。 

  こうした状況を踏まえ、本計画を推進するため、５つの基本方針を以下に定める。 

３．公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

１） 施設の適切な保全

住民が安全に安心して生活できる施設環境を整えるために、「施設の適切
な保全」を推進する。

２）施設の統廃合、複合化、用途転換

少子高齢社会の到来による、人口減少と超高齢化に対応するために「施設
の統廃合、複合化、用途転換」を推進する。

３）施設の環境改善と質的向上

人口減少による地域環境の変化や住民ニーズに適切に対応した公共サー
ビスを提供するために、「施設の環境改善と質的向上」を図る。

４）施設の総合的管理と一元化

効率的で適切な施設管理を実現するために、「施設の総合的管理と一元
化」を推進する。

５）「オール朝日町」での協働

「オール朝日町」で、町民、地域、団体、事業者、行政が連携して推進する。
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１）施設の適切な保全 

 ア）施設の破損や不具合の発生に対応する「事後保全型」の維持管理手法から、定期的な点検や専

門機関による診断を実施することにより施設の老朽化状況等を把握しつつ、計画的に修繕や改

修を実施し大きく破損し不具合が発生する前に対応する「予防保全型」の維持管理手法へ切り

替える。 

 イ）「予防保全型」の維持管理手法により、公共施設やインフラ施設の長寿命化を推進することで、

住民が安全に安心して生活できる環境を確保するとともに、施設の耐用年数による使用限界を

超えて施設を利用するためのライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減や維持管理費を平準化す

る。 

ウ）定期的な点検診断結果を施設台帳によって一元管理し、インフラ施設の役割、機能、重要性を

踏まえた優先順位を明確化し対応する。 

エ）インフラ施設別に長寿命化を踏まえ個別に実行計画を策定し、トータルコストの削減と予算

の平準化を図る。 

オ）今後、限られた財政状況の中で、実行計画の成果を評価しながら、必要とされる施設を見極め

て優先順位を変更して対処していく。 

カ）インフラ施設の機能を損なうことなくコストを合理的に削減するために、次世代技術を積極

的に導入する等、適切な維持管理及び更新を実施する。 

住民が安全に安心して生活できる施設環境を整えるために、「施設の適切な保

全」を推進する。 

【用語解説】 

・ライフサイクルコスト(Life cycle cost：LCC) 

 ライフサイクルコストとは、建物等の建設・運営・廃棄（建物のライフサイクル）の各段階で 

発生する費用の総和をいう。建物の運営、修繕、更新について計画性をもって行い、発生する 

費用の低減や建物の長寿命化を促進する等の根拠となる。 

・事後保全 

 建物等に破損や不具合が発生する都度、逐次対応すること。 

・予防保全 

 定期的な点検や専門機関による診断を実施することにより、施設の老朽化状況等を把握しつ 

つ、計画的に修繕や改修を実施し、大きく破損し不具合が発生する前に対応すること。
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２）施設の統廃合、複合化、用途転換 

ア）少子高齢社会の到来により一貫して人口が減少し、人口構成が高齢者側に極端に偏っている

状況から、住民が求める公共施設やインフラ施設に対するニーズの量と質に変化が生じている。

定住人口の一貫した減少に対して交流・流入人口の維持・活発化を推進する政策をも考慮した、

公共施設やインフラ施設の役割の変化、利用状況の見極めが必要となっている。 

   こうした状況を踏まえ、ニーズが大幅に減少した施設の統廃合及び複合化、ニーズの変化に

対応するための用途転換を推進する。 

 イ）朝日町人口ビジョンで推計した将来の地域人口と人口構成に配慮し、財政状況の変化を踏ま

え、総資産保全の適正化を図る。 

ウ）施設の統合、複合化、多機能化にあたっては、施設の機能を明確化、細分化し、玄関、トイレ、

事務室等の共用部分を統合し、合理的に経費を削減する。 

エ）生産年齢人口の減少による財政規模の縮減の影響等を考慮し、その状況に応じたインフラ施

設の廃止について検討する。 

オ）年少人口が、ある程度の期間は増加することが予測されることから、小学校、中学校等の学校

施設及び児童福祉施設は必要に応じて最優先に更新する。 

カ）高齢化率の増加を踏まえ、複合化・合理化を図りつつ福祉施設、高齢者施設等を維持する。 

キ）交流・流入人口の受け皿となる関係施設は、優先順位を考慮しながら拡充する。 

【施設の統廃合、複合化、用途転換のイメージ】 

少子高齢社会の到来による、人口減少と超高齢化に対応するために「施設の統廃

合、複合化、用途転換」を推進する。 
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３）施設の環境改善と質的向上 

ア）人口減少による地域環境の変化や住民ニーズに適切に対応した公共サービスを提供するため

に、施設環境の改善を図ると共に、施設の役割に応じた改修・補強を実施することを通して、

コストパフォーマンスの高い公共施設とインフラ施設を構築する。 

イ）子育て世代や高齢者への有効な支援が実施できるよう、公共施設の機能転換や施設整備を充

実し、公共施設の質的向上を図る。 

ウ）施設の管理運営に当たっては、建設時の機能や役割にこだわることなく、現在のニーズと将来

の必要性を見据えて施設の複合化や多機能化を図る。 

４）施設の総合的管理と一元化 

ア）庁内の施設情報を総合的に取り扱うことができるようにするために、関係各課を連携し調整

する取組み体制を構築し、適切に運用する。 

イ）人口構成の変化に適合する公共サービスのニーズと量及びコストのバランスを踏まえ、地域

全体における公共施設の管理運用を最適化する。 

ウ）修繕、建替え、除却をスムーズに行うにあたって、優先順位の設定、総合計画に示された全体

方針と部署毎の個別の実行計画との調整等を綿密に実施する。 

エ）定期的な点検・診断によって得られた公共施設等の状態や修繕等の情報について、固定資産台

帳に一元化して蓄積し、地域全体の公共施設管理の最適化を図る。 

人口減少による地域環境の変化や住民ニーズに適切に対応した公共サービスを提

供するために、「施設の環境改善と質的向上」を図る。 

効率的で適切な施設管理を実現するために、「施設の総合的管理と一元化」を推

進する。 
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５）「オール朝日町」での協働 

ア）町民、地域、団体、事業者、行政が連携し「オール朝日町」として、さらなる効果的、効率的

なサービス提供を推進する。 

 イ）施設の有効利用や管理運営のあり方を具体的に進めるために、施設情報を継続的に施設台帳

へ集約するとともに情報把握を徹底し更新する。 

ウ）「オール朝日町」として、斬新で自由なアイデアや効率性を活かした施設運営・管理の仕組み

づくりを考える。 

エ）固定資産台帳とデータ共有・連携することで効率的なコスト削減につなげると共に、適切に情

報を開示して、公共施設の利用率、稼働率の向上、料金設定、減免制度の見直し等、公共施設の

目的や利用状況に応じた受益者負担の適正化を図る。 

オ）「オール朝日町」として、職員による日常パトロールだけでなく、町民の日頃の生活で感受さ

れるインフラ設備の異常や不具合を丹念に収集し、迅速な「予防保全型」維持管理に結びつける

ための住民との協働体制を構築する。 

【「オール朝日町」協働のイメージ】 

「オール朝日町」で、町民、地域、団体、事業者、行政が連携して推進する。 

地域・
ＮＰＯ等 事業者

行政

町民

「オール朝日町」

で協働

一元化した施設情報
を活用し連携促進
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３－２ 目標 

現状の数値から、目標値を設定する。 

現在ある施設を将来にわたって同種・同規模で維持するケースで更新費用を試算した場合、今

後 40 年間の更新費用は、627.5 億円が見込まれる。また、１年あたりの更新費用は 15.7 億円とな

る事が予想される。  

これに対し、過去 5年間の平均投資額は 15.0 億円であった。 

35 ページでまとめた本町の公共施設等を取り巻く課題を踏まえると、道路、橋梁、下水道等の

インフラ施設は、人口の多少に関係なく必要性が高いため、縮減することは難しいと考えられる。 

将来における更新費用の推計を見ると、費用の増加に大きく関わっているのは公共施設整備額

である。 

一つの目安として、平成 67 年度公共施設延床面積の推計値 14.6 ㎡／人から、少なくとも平成

27 年度の 8.8 ㎡／人(延床面積 64,794.4 ㎡)まで縮減することで更新費用額を削減することが必

要である。 

【投資的経費額(一般会計決算）】                   （単位：億円） 

区分 経費の内訳 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

投資的 

経費額 

公共施設 10.6 3.2 8.9 12.7 7.5 

道路橋梁 0.6 2.3 3.0 2.3 1.9 

用地取得 0.0 1.2 2.2 0.2 0.5 

その他 3.7 3.2 3.3 3.4 4.2 

合計 14.9 9.8 17.5 18.6 14.1 

庁内資料により作成

※小数点以下四捨五入しているため、合計値が整合しない場合がある。 

将来の更新費用の縮減を図り、町民の負担を軽減していくために、36 ページに示した「5 つの

基本方針」に基づき公共施設及びインフラ施設の管理を推進する。 
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数値目標 

【新しい公共施設の管理概念図】 

朝日町の所有する公共施設の延床面積を、平成 67 年度まで

に平成 27年度の一人当り延べ床面積になるよう取組みを進

める。 

平成 67年度目標 ： 8.8 ㎡／人（64,794.4 ㎡） 

現在の公共施設
施設毎に管理

行政系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリエー
ション系施設

産業系施設

保健・福祉施設

公営住宅

町民文化系施設

学校教育系施設

公園

その他施設

①施設の適切な保全

②施設の統廃合、複合化、用途転換

③施設の環境改善と質的向上

④施設の総合的管理と一元化

⑤ 「オール朝日町」での協働

将来の公共施設
施設情報の一元管理

世代を超えた地域
コミュニティの構築

施設面積の削減

統合化
同一機能の施設統合

複合化
機能の異なる施設統合

用途転換
必要な施設へ機能転換

病院

下水道施設
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前項までで取りまとめた基本方針により、庁内の体制と管理運用方法を構築し、事業を推進する。 

４－１ 公共施設等の実行計画作成に関する流れ 

関連部署間の実行計画策定に関する流れを記述する。 

４－２ 取組体制のイメージ図 

  関連部署の関係性を図にして表示する。 

４．取組体制の構築及び情報管理・共有方針 

財務課 企画振興課総務政策課

住民・子ども課 健康課

農林水産課 商工観光課

建設課 教育委員会事務局
連携・調整・一元管理

施設を所管する担当部署（平成28年4月現在）

あさひ総合病院事務部 会計課

・部署間を横断して取組む組織の立上げ
・施設情報の一元管理の徹底

〇財務課

・各課が所管する公共施設等の実行計画の作成
・公共施設等の独自長寿命化計画を引き当て
１）公営住宅における平成25年度朝日町営住宅長寿命化計画の引き当て
２）橋梁における平成28年度橋梁長寿命化修繕計画の引き当て

〇各課
Ｐｌａｎ

・ 各課が策定した実行計画の妥当性検証
〇財務課
Ｃｈｅｃｋ

・ 実行計画に基づく計画実施
〇各施設担当課
Ｄｏ

・実行計画の実施内容と進捗状況の確認
〇財務課
Ｃｈｅｃｋ

・ 実施状況の改善の指示伝達
・各課の実行計画の改善及び計画の実行

〇財務課・各施設担当課
Ａｃｔｉｏｎ
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公共施設やインフラ施設を維持管理する中で、計画し実施した内容を形式化し、成果として内容

を評価することにより、計画の妥当性が明確となり、今後の改善につなげることができる。 

経費を圧縮するために、横断的な計画の策定が必要となる中で、計画がどの程度成果をもたらし

たのか見極めるためにも、ＰＤＣＡサイクルを取り入れた維持管理を推進し、投資的経費の平準化

と合理的な維持管理を実施していく必要がある。 

1 期 10 年を基本とする計画期間に整合させ、中間評価を実施しつつＰＤＣＡサイクルによる管理

運営を実施する。 

【ＰＤＣＡサイクルのイメージ】 

５．フォローアップの実施 

第 5次朝日町総合計画等 

の上位・関連計画 

ＰＬＡＮ 

（計画） 

ＤＯ 

（実施） 

ＣＨＥＣＫ 

（検証） 

ＡＣＴＩＯＮ 

（改善） 

公共施設等総合管理計画 

の策定・見直し 

管理方法の改善や新しい 

点検手法・修繕技術の採用 

公共施設等の適切な維持 

管理や長寿命化等の実施 

データベースやカルテ 

による進捗状況の検証 
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１）公営住宅長寿命化計画 

本町の公営住宅は、昭和 50 年以降、平成初期にかけ建設された 2団地 8棟である。 

いずれも鉄筋コンクリート造の壁式構造で耐震性に問題は無い。但し、向陽町団地は既に耐用

年数の半分近くを経過している他、旭ヶ丘団地も既に二十数年経過しており、適切で計画的な修

繕や改善により、長寿命化を図る。 

公営住宅の定期的な点検や早期の修繕、改善のための計画を定め、建物の長寿命化による維持

管理の事業コストを縮減する。 

長寿命化に係る基本方針は次のとおりである。 

① 既存ストックの状況把握及び日常的な保守・維持管理の方針 

住宅セーフティネットの要として、良質なストックを将来世代に継承していくことを目的

とし、ストック活用方針に基づきながら定期的な点検を実施し、適切な保守・維持管理を行

っていく。 

   また、これらの点検、維持管理データを団地・住棟毎に整備する。 

② 基本性能の向上に向けた改善事業の実施及び長寿命化対応に係る基本方針 

日常的な保守点検に基づく補修はもちろん、長期的な計画に基づいた修繕の実施、更に、

設備等で時代のニーズに合わなくなったものの改善を推進する。 

   建物の質の面においては、居住性の向上や高齢者対応、安全性向上等、基本性能向上につな

がる改善事業を推進する。また、改善事業のうち長寿命化の効果が期待されるものについて

は、長寿命化改善事業を実施し、建物のライフサイクルコスト(LCC)の縮減に向けた対応を重

視する。 

２）橋梁長寿命化修繕計画 

橋梁更新の具体的な計画については、平成 28 年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画(平成 29 年

3 月策定(予定))に基づき、「予防的な維持修繕」を実施することで橋梁の耐用期間を延伸させ、維

持管理コストの縮減を図る。 

橋梁長寿命化修繕計画では全橋梁 120 橋の内、20 橋を計画対象橋梁として、各橋梁の健全度及

び重要度を評価し、予防的な維持修繕を実施することとした。 

長寿命化修繕計画における健全度の把握及び日常的な維持管理に関する基本的な方針は、下記

のとおりである。 

① 健全度の把握の基本的な方針 

健全度の把握は、定期点検としての詳細点検・橋梁診断により、各部材の劣化や損傷の状

況等を早期に把握する。 

② 日常的な維持管理に関する基本的な方針 

 橋梁を健全な状態に保つため、通常点検（道路パトロール）を行い、路面清掃等を実施す

る。 

６．公共施設等の個別の長寿命化計画 
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  ・通常点検 

詳細点検で損傷度の進行を把握してことが必要と判断された橋梁については、職員による

継続的な点検（概略点検 1回／年）を行い、進行が確認された場合には、適切な時期に補修

を行う。 

   ・予防保全的措置の実施 

    軽微な損傷や機能不全、漏水・滞水等の損傷に対しては、簡易的な処置を講じることによ

り、損傷進行の要因を早期に排除し、橋梁の長寿命化を図る。 

③ 点検結果及び対応 

 平成 28 年度までに使用後 50 年を経過した橋は 1橋存在し、20年後には 11 橋(55%)が老朽

化(50 年以上)となり、予防保全型の修繕を引き続き継続していく必要がある。 
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第４章 施設類型毎の管理に関する基本的な方針 

１－１ 行政系施設 

現
状
と

課
題

町内に現存する除雪車車庫、除雪機械格納庫はすべて鉄骨造であるが、建築から 27～32 年

経過している事から部分的な損傷が懸念される。除雪機械の拡充に伴い格納庫が不足してい

る。水防倉庫、泊駅駐輪場については鉄骨造であるが、建築から 30 年近く経過している事か

ら部分的な損傷が懸念される。 

実
施
方
針

行政系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入確保、保

有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。ま

た、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効率的な

実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な維

持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予防

保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な修

繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに除去等

の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化が必要な建物については、計画的に耐震工事を行ってきており、今後も必要に応

じて耐震化を進める。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての行政系施設を現状のままの規模

で更新し続けることは困難である。行政系施設の新設や更新は、その必要性や規模を検

討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統合・集約・除却を行

う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

除雪車車庫、除雪機械格納庫、水防倉庫、泊駅駐輪場には予定はない。 

庁舎については、新建築基準法後の建物であり、引き続き適正な維持管理を行う。 

消防庁舎については、耐震化未対応であることから、平成 29 年秋を目途に役場庁舎東

側へ新築移転を行い、引き続き適正な維持管理を行う。 

消防団施設等については、老朽化した施設の計画的な改修及び更新を行い、引き続き

適正な維持管理を行う。

１．施設類型毎の管理方針 
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１－２ 社会教育系施設 

現
状
と

課
題

図書館が新建築基準で建設されている建物であるが、今後、複合施設である朝日町立生

涯学習館及び朝日町立ふるさと美術館の更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

社会教育系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入

確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

 ①点検・診断等の実施方針 

  建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用す

る。また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果

的・効率的な実施に活用する。 

 ②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

  点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的

な維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努め

る。 

③長寿命化の実施方針 

  今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、

予防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

  点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的

な修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やか

に除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

  図書館は新建築基準で建築されている建物となっているが、朝日町立生涯学習館等

は必要に応じて進めていく。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

  将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての社会教育系施設を現状のま

まの規模で更新し続けることは困難である。社会教育系施設の新設や更新は、その

必要性や規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については

統合・集約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

朝日町立生涯学習館及び朝日町立ふるさと美術館のあり方については検討中である。 
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１－３ スポーツ・レクリエーション系施設 

現
状
と

課
題

朝日町文化体育センター施設 サンリーナ第２体育室は旧耐震基準で建設された建物

であるが、耐震化対策は完了している。今後、スポーツ・レクリエーション系施設が築後

30 年を越えたとき、更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

スポーツ・レクリエーション系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管

理、改修・更新の歳入確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方

針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化が必要な建物については耐震化を完了しているが、第１体育室の吊り天井につ

いては基本実施設計後に対応する。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全てのスポーツ・レクリエーション

系施設を現状のままの規模で更新し続けることは困難である。スポーツ・レクリエ

ーション系施設の新設や更新は、その必要性や規模を検討しつつ整備・更新を行

い、縮小や廃止ができる施設については統合・集約・除却を行う等、施設総量の適

正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

朝日町環境ふれあい施設 らくち～のは、平成 11 年 4 月にオープン。平成 28 年にプ

ール天井改修を実施し、平成 29 年には屋根防水改修(浴場部)を発注済である。平成 29

年以降、空調、給排水設備、浴室床壁等の改修が順次必要となる。 

サンリーナは大規模修繕の予定である。 
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１－４ 産業系施設 

現
状
と

課
題

旧桜町保育所が耐震化対応できていない。今後、必要とニーズに応じて優先順位を明確

にし、耐震化対応していく。その他の建物は新耐震基準で建設されており、耐震化は問題

ない。産業系施設が築後 30 年を越えたとき、必要性を検討する必要が生ずると共に、更新

費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

産業系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入確

保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化の必要はない。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての産業系施設を現状のままの規

模で更新し続けることは困難である。産業系施設の新設や更新は、その必要性や規

模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統合・集

約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

旧桜町保育所においては、取り壊しが決定していたが、平成 28 年より「クラフト工

房」として個人に賃貸する。更なる老朽化が進んだ場合、取り壊しを含め修繕の実施を

行うか否かの検討が必要である。 
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１－５ 保健・福祉施設 

現
状
と

課
題

保健センター、児童館、泊南部保育所、朝日町基幹集落センター、老人福祉センターが

耐震化対応できていない。耐震化の必要性も含めて今後の施設の存続については、更新費

用の面も考慮しながら検討すべきである。 

実
施
方
針

保健・福祉施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入

確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化が未対応な建物については、必要とニーズに応じて優先順位を明確にし、計画

的に耐震工事を進める。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての保健・福祉施設を現状のまま

の規模で更新し続けることは困難である。保健・福祉施設の新設や更新は、その必

要性や規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統

合・集約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

 公共施設のあり方検討委員会の方針に基づき、保健センターについては移転、朝日町

基幹集落センターについては廃止がありうる。 

 他の福祉施設については、当面は維持していく予定。 
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１－６ 公営住宅 

現
状
と

課
題

町営向陽町団地は 1980～1982 年に 3棟、町営旭ケ丘団地は 1987～1990 年に 5棟を整備

以来、20数年経過している。 

経年による老朽化に備え、適切で計画的な修繕や改善により長寿命化を図り、維持管理

のコストを縮減する必要がある。 

一方で入居者ニーズの変化に対応した環境改善、機能更新が求められている。 

実
施
方
針

公営住宅については、公営住宅法ほか国が示す指針及び朝日町営住宅長寿命化計画に基

づく長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入確保、保有施設の

総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建物は鉄筋コンクリート造壁式構造で耐震性に問題はない。給排水設備等付属設備に

おいては点検・診断等の結果を活用する。点検・診断等の結果を蓄積し、維持管理

等の効果的・効率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、朝日町営住宅長寿命化計画に基づ

き、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 新耐震基準で建設されている建物のため、耐震化は不要である。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての公営住宅を現状のままの規模

で更新し続けることは困難である。公営住宅の新設や更新は、その必要性や規模を

検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統合・集約・除

却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

町営住宅については、平成 35 年度までを計画期間とする現在の朝日町営住宅長寿命化

計画に基づいて長寿命化を実施する。社会経済情勢の変化に応じ 5年毎に見直しを図るこ

ととしている。計画期間においては、屋根改修、排水管更新、駐車場 LED 照明設置、駐車

場整備、階段手摺設置の各工事の実施に取組んでいる。
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１－７ 下水道施設 

現
状
と

課
題

朝日浄化センターは、建築から 16年を経過しており(機械・電気設備の標準耐用年数：

7～20 年）、今後の維持管理費の増大や改修・更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

下水道施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入確

保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 新耐震基準で建設されている建物のため、耐震化は不要である。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての下水道施設を現状のままの規

模で更新し続けることは困難である。下水道施設の新設や更新は、その必要性や規

模を検討しつつ整備更新を行う。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

 今後、下水道施設を計画的・効率的に管理するため、中長期的な維持管理、改築、修

繕を一体的に捉えたストックマネジメント計画を策定したのち、概ね 5年毎の長寿命化

修繕計画を立案のうえ施設の長寿命化を実施していく。 
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１－８ 町民文化系施設 

現
状
と

課
題今後、町民文化系施設が築後 30 年を越えたとき、更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

町民文化系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入

確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化が必要な建物については、計画的に耐震工事を行ってきているほか、使われな

くなった施設については廃止している。今後も必要に応じて耐震化を進める。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての町民文化系施設を現状のまま

の規模で更新し続けることは困難である。町民文化系施設の新設や更新は、その必

要性や規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統

合・集約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

あさひコミュニティホール アゼリアのホール(築 25 年)は、平成 30 年度以降、屋上

防水工事、照明器具の LED 化、ガラス防護シート張り替え等が必要である。 

各地区の地域振興施設については、これまでにも施設の長寿命化を図るための修繕、

老朽化、経年劣化等に伴う修繕等を行ってきたところであるが、地区住民に長く使われ

る施設となるよう、引き続き計画的に修繕を進める。また、住民ニーズの変化による増

築等の要望に対しては、その必要性を充分協議・検討のうえ、必要性が認められるもの

に限り整備・更新を行う。 
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１－９ 学校教育系施設 

現
状
と

課
題

学校教育系施設は、全て新耐震基準で建設された建物で、耐震化は不要である。今後、

学校教育系施設の老朽化に伴い、改修費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

学校教育系施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入

確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

 ①点検・診断等の実施方針 

  建築基準法の法定点検の対象の建物はないが、自主点検・診断等による当該点検結

果を活用する。また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理

等の効果的・効率的な実施に活用する。 

 ②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

  点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的

な維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努め

る。 

③長寿命化の実施方針 

  今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、

予防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

  点検・診断等の結果、児童生徒や教職員等利用者にとって危険性があると判断され

た場合には、応急的な修繕等の措置を講じる。 

⑤施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

  将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての学校教育系施設を現状のま

まの規模で更新し続けることは困難である。学校教育系施設の新設や更新は、その

必要性や規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については

統合・集約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

 平成 29 年度は、さみさと小学校大規模改修工事を実施予定。 

今後は、あさひ野小学校暖房機器更新を検討している。 
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１－10 公園 

現
状
と

課
題

朝日町高齢者生きがいセンター「棚山荘」は旧耐震基準で建設された建物であり耐震化

が必要であるが、耐震化は未実施である。公園を管理する施設は築後 30 年を越えた建物

が多く、今後更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

公園を管理する施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の

歳入確保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用する。

また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果的・効

率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な

維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

 今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予

防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的な

修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やかに

除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化が必要な朝日町高齢者生きがいセンター「棚山荘」については、施設の必要性

やニーズを見極めて耐震工事を実施する。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全ての公園を現状のままの規模で更

新し続けることは困難である。公園の新設や更新は、その必要性や規模を検討しつ

つ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統合・集約・除却を行う

等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

旧川上家は築後 25 年を経過した。平成 28 年度に屋根を改修済み。平成 29 年度は、外

壁改修を予定。 

※県内最古の町屋を復元した建物。土壁等手法からこだわって、当時を再現した構造。

空間が大きく、耐震性としては課題あり。 
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１－11 病院 

現
状
と

課
題

あさひ総合病院は、平成 16 年度建築で耐震化も実施されている。病院としての運営、質

の高い医療サービスが提供できるよう体制を整えることを優先し、建物の長寿命化を推進

する。 

実
施
方
針

あさひ総合病院は、地域の基幹病院であり、高度医療と救急医療の要として位置づけ

られる。慢性的な医師・看護師の不足により、病棟の一部を休床する等運営面での問題

解決が最優先することから、その機能を十全に発揮できる体制を構築する。今後も長寿

命化、効果的・効率的な維持管理、保有総量の最適化を図るため、以下のとおり実施方

針を定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 施設の機能不全は患者サービスの低下に直結することから、法令に基づく定期点検の

ほか、日常的に点検作業を行い、当該点検及び点検結果を施設の維持管理に活用す

る。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 点検・診断等のデータの活用等により、計画的な維持管理・修繕・更新等を行い、ラ

イフサイクルコストの縮減と平準化に努める。また、点検・診断等の結果について

は予算措置に反映するよう努める。 

③長寿命化の実施方針 

 病床等、今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活

かし、予防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

 点検・診断等の結果、患者等の利用者にとって危険性があると判断された場合には、

応急的な修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、

速やかに除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

 耐震化は完了しており不要である。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 町民の命を守り、安心できる質の高い医療サービスを提供していくため、患者のニー

ズや医療を取り巻く社会情勢を踏まえつつ、不要な施設や設備等が発生した場合に

は廃止・除却を検討し、あさひ総合病院内の施設総量の適正化に努める。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

平成 29 年度以降に病棟再編等を検討しており、それに伴って改修工事を行う予定とし

ている。 
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１－12 その他施設 

現
状
と

課
題

第１資源物回収広場は耐震化基準外となっている。今後、その他施設が築後 30 年を越

えたとき、更新費用の増大が懸念される。 

実
施
方
針

その他施設の長寿命化、効果的・効率的な施設維持及び管理、改修・更新の歳入確

保、保有施設の総量の適正化を図るため、下記のとおり実施方針を定める。 

 ①点検・診断等の実施方針 

  建築基準法の法定点検の対象の建物については、当該点検及び点検結果を活用す

る。また、点検・診断等の結果を蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効果

的・効率的な実施に活用する。 

 ②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

  点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的

な維持管理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努め

る。 

③長寿命化の実施方針 

  今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、

予防保全の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

  点検・診断等の結果、利用者にとって危険性があると判断された場合には、応急的

な修繕等の措置を講じる。また、未利用施設について危険性がある場合は、速やか

に除去等の措置を講じる。 

⑤耐震化の実施方針 

  耐震化が必要な建物はなく、今後も必要に応じて耐震化を進める。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

  将来更新費用の試算を踏まえ、現在保有している全てのその他施設を現状のままの

規模で更新し続けることは困難である。その他施設の新設や更新は、その必要性や

規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や廃止ができる施設については統合・集

約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績
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１－13 道路 

現
状
と

課
題

町が管理する道路は町道、林道、農道である。路面クラック等の劣化が進んでいる箇所

が一部あり、今後の修繕費等の増大が懸念される。 

実
施
方
針

道路については、安全で円滑な道路を確保、効果的・効率的な維持管理に努めるた

め、以下のとおり定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 道路パトロールなどにより確認された道路のクラックや穴等の損傷について、記録や

調査を実施する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 道路の損傷状態や交通量に応じ、健全度や重要性を考慮した必要な修繕や更新を実施

する。 

③長寿命化の実施方針 

 道路の損傷が進行する前に予防保全的に修繕等を実施し、道路の長寿命化に努める。

④安全確保の実施方針 

 定期的に道路パトロールを実施し、舗装を含む道路施設の損傷が確認された場合に

は、適切な応急措置を講じ、必要な修繕を実施することで、安全で安心な道路の確

保に努める。 

⑤耐震化の実施方針 

 舗装は、地震の規模による仕様規定、性能規定は無いため、耐震工事の必要はない。

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 交通量等を踏まえ、施設総量の適正化を図るとともに、施設の健全性や重要性に応じ

て計画的・効果的に修繕等を行うことにより、ライフサイクルコストの縮減を図

る。 

 また、既存の道路において、側溝の蓋かけ等により新たに歩行空間を確保するなど、

迅速に危険箇所を改善し、町民が安全、便利、快適に道路を利用できるようにする

等、効果的な施設管理を行う。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

町道については平成 25年度(37.5km)、平成 26年度(10.0km)、平成 28年度(7.5km)に

路面性状調査(ひび割れ、わだち掘れ、縦断凹凸調査)を実施し、その結果をもとに舗装

修繕を実施した。 
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１－14 橋梁 

現
状
と

課
題

町が管理する橋梁は、建築年度が不明なものが 95 橋存在する等、老朽化の度合いが数

字で管理できないものが 79.2％に達している。今後、老朽化の状況を近接目視で確認する

等の対応を実施しながら、急速な老朽化や劣化に対して対応していく。 

実
施
方
針

橋梁については、平成 23 年度に 20 橋の対象橋梁を選択し策定した橋梁長寿命化修繕計

画に基づいて、安全で円滑な道路を確保、効果的・効率的な維持管理に努めるため、以下

のとおり定める。 

①点検・診断等の実施方針 

 定期点検は直接目視で行うことを基本とし、各橋梁について 5年に 1回を標準として

継続的に実施する。また、定期点検を実施した橋梁については、部材単位及び橋梁

単位での健全性の診断を行う。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、適切な管理水準を維持しつつ修繕・更新費用の縮減

を図る。 

③長寿命化の実施方針 

 橋梁長寿命化修繕計画に基づき、適切な管理水準を維持し、橋梁の長寿命化を図る。

ただし、橋梁の老朽化や劣化の進展状況から、全ての橋梁の長寿命化が困難である

ときは、架け替えを検討する。 

④安全確保の実施方針 

 点検の実施により、安全性や耐荷力・耐久性に影響すると考えられる損傷を早期に発

見し、橋梁を良好な状態に保全し、安全かつ円滑な交通を確保する。 

⑤耐震化の実施方針 

 建築年度が不明な橋梁に対する耐震化対策を検討するとともに、最新の道路橋示方書

に基づく耐震対策を図る。 

⑥施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

 交通量等を踏まえ、施設総量の適正化を図るとともに、施設の健全性や重要性、費用

対効果等に応じて計画的・効果的に修繕等を行うことにより、ライフサイクルコス

トの縮減を図る。 

今
後
の
予
定
等

取
組
み
実
績

橋梁については、平成 28 年度に 2回目の点検、橋梁長寿命化修繕計画の見直しを実施

した。 



[ 61 ] 

資料編 参考資料 

①行政系施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

庁舎等 
3 

役場庁舎 町有 S60 31 新耐震施設 6,057.67 

大型重機車庫 町有 S60 31 新耐震施設 584.40 

小型除雪機械格納庫 町有 S62 29 新耐震施設 120.00 

小計 6,762.07 

消防施設 
16 

第１分団蛭谷消防ポンプ車車庫 直営 S63 28 新耐震施設 49.99 

第１分団山崎消防ポンプ車車庫 直営 H2 26 新耐震施設 79.50 

第２分団大家庄消防ポンプ車車庫 直営 S55 36 不要 79.32 

第２分団藤塚消防ポンプ車車庫 直営 S61 30 新耐震施設 49.96 

第３分団月山消防ポンプ車車庫 直営 S49 42 不要 33.12 

第３分団南保消防ポンプ車車庫 直営 H3 25 新耐震施設 70.39 

第３分団桜町消防ポンプ車車庫 直営 H1 27 新耐震施設 67.91 

第４分団赤川消防ポンプ車車庫 直営 S50 41 不要 25.14 

第４分団草野消防ポンプ車車庫 直営 H6 22 新耐震施設 49.95 

第４分団平柳消防ポンプ車車庫 直営 S62 29 新耐震施設 77.01 

第５分団本町消防ポンプ車車庫 直営 H20 8 新耐震施設 49.86 

第５分団笹川消防ポンプ車車庫 直営 S60 31 新耐震施設 48.48 

第６分団宮崎消防ポンプ車車庫 直営 S56 35 新耐震施設 57.69 

第６分団境消防ポンプ車車庫 直営 H27 1 新耐震施設 79.32 

朝日消防署 直営 S53 38 未実施 830.39 

朝日消防署 自転車小屋 直営 S53 38 不要 9.00 

小計 1,657.03 

その他行

政系施設 

6 

除雪機械格納庫（横尾） 直営 H2 26 新耐震施設 153.00 

小型除雪車車庫（山崎） 直営 S62 29 新耐震施設 91.00 

小型除雪車車庫（大家庄） 直営 H2 26 新耐震施設 40.40 

小型除雪車車庫（南保） 直営 S61 30 新耐震施設 74.00 

柳田水防倉庫 直営 S60 31 新耐震施設 85.00 

泊駅駐輪場 直営 H2 26 新耐震施設 403.00 

小計 846.40 

合計 9,265.50 
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②社会教育系施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

図書館 
1 図書館 直営 H26 2 新耐震施設 1,449.00 

小計 1,449.00 

博物館・

美術館 

9 

明治記念館 直営 H26 2 新耐震施設 134.00 

朝日町立生涯学習館（複合施設） 指定 H2 26 新耐震施設 380.78 

朝日町立ふるさと美術館 

（複合施設） 展示場 
指定 H2 26 新耐震施設 554.06 

朝日町立ふるさと美術館 

（複合施設） 喫茶室 
指定 H2 26 新耐震施設 76.19 

朝日町立ふるさと美術館 

（複合施設） 渡り廊下 
指定 H2 26 新耐震施設 9.94 

朝日町立ふるさと美術館 

（複合施設） 車庫 
指定 H2 26 新耐震施設 28.98 

朝日町立ふるさと美術館 

（複合施設） 収蔵庫 
指定 H15 13 新耐震施設 153.63 

まいぶんＫＡＮ 直営 H18 10 新耐震施設 699.89 

不動堂遺跡 復元住宅 3棟を除く 直営 S56 35 不明 60.75 

小計 2,098.22 

合計 3,547.22 
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③スポーツ・レクリエーション系施設 
施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

レクリエ

ーション

施設・観

光施設 

14 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

管理棟 
指定 H11 17 新耐震施設 452.16 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

ケビンＡ 
指定 H11 17 新耐震施設 56.79 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

ケビンＢ 
指定 H11 17 新耐震施設 43.64 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

ケビンＣ 
指定 H11 17 新耐震施設 43.64 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

ケビンＤ 
指定 H11 17 新耐震施設 43.64 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

ケビンＥ 
指定 H11 17 新耐震施設 43.64 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

トイレＡ 
指定 H11 17 新耐震施設 44.11 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

トイレＢ 
指定 H11 17 新耐震施設 44.11 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

トイレＣ 
指定 H11 17 新耐震施設 44.11 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

トイレＤ 
指定 H11 17 新耐震施設 60.81 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

トイレＥ 
指定 H11 17 新耐震施設 69.88 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

炊事棟Ａ 
指定 H11 17 新耐震施設 36.90 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

炊事棟Ｂ 
指定 H11 17 新耐震施設 36.90 

朝日ヒスイ海岸オートキャンプ場 

炊事棟Ｃ 
指定 H11 17 新耐震施設 36.90 

小計 1,057.23 
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施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

スポーツ

施設 

17 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

管理棟 
指定 H22 6 新耐震施設 26.35 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

物置 
指定 H22 6 新耐震施設 13.25 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

東屋 
指定 H22 6 新耐震施設 9.49 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

東屋 
指定 H22 6 新耐震施設 9.49 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

トイレ 
指定 H22 6 新耐震施設 9.54 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

休憩所 
指定 H23 5 新耐震施設 79.50 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

トイレ 
指定 H25 3 新耐震施設 29.23 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

物置 
指定 H25 3 新耐震施設 28.98 

あさひヒスイ海岸パークゴルフ場 

東屋 
指定 H26 2 新耐震施設 28.00 

朝日町環境ふれあい施設 らくち

～の 
指定 H11 17 新耐震施設 4,149.00 

朝日町環境ふれあい施設 らくち

～の 自転車小屋 
指定 H11 17 新耐震施設 34.00 

朝日町環境ふれあい施設 らくち

～の 屋外便所 
指定 H11 17 新耐震施設 27.00 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ 第２体育室 
指定 S51 40 実施済 3,749.56 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ 第１体育室 
指定 H6 22 新耐震施設 1,881.00 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ 渡り廊下 
指定 H6 22 新耐震施設 80.39 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ クラブハウス 
指定 S56 35 新耐震施設 231.00 

朝日町文化体育センター施設 サ

ンリーナ 屋外トイレ 
指定 H7 21 新耐震施設 81.96 

小計 10,467.74 

合計 11,524.97 
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④産業系施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

産業系 

施設 

9 

旧桜町保育所 貸与 S44 47 未実施 304.74 

朝日町農村地域総合交流促進施設 

なないろＫＡＮ 
指定 H7 21 新耐震施設 1,836.00 

ヒスイ海岸駐車場公共トイレ 直営 S62 29 新耐震施設 29.00 

ヒスイ海岸駐車場公共トイレ 直営 H11 17 新耐震施設 44.75 

越中宮崎駅公共トイレ 直営 H12 16 新耐震施設 33.00 

朝日町農林産物加工施設 食彩あ

さひ 
指定 H15 13 新耐震施設 659.85 

さみさと小学校前公共トイレ 直営 H7 21 新耐震施設 29.00 

五差路周辺複合施設 指定 H27 1 新耐震施設 2,190.69 

朝日町バタバタ茶伝承館 指定 H21 7 新耐震施設 121.00 

小計 5,248.03 

合計 5,248.03 

⑤保健・福祉施設（子育て支援施設） 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

保健施設 
1 保健センター（複合施設） 直営 H16 12 未実施 725.69 

小計 725.69 

高齢福祉 

施設 

3 

老人福祉センター 直営 S53 38 一部実施 1,041.30 

在宅介護支援センター 直営 H11 17 新耐震施設 614.90 

朝日町デイ・サービスセンター 指定 H1 27 新耐震施設 345.23 

小計 2,001.43 

障害福祉 

施設 

1 朝日町基幹集落センター 指定 S52 39 未実施 597.69 

小計 597.69 

児童福祉 

施設 

4 

さくら保育園 直営 H25 3 新耐震施設 648.85 

あさひ幼児教育センター 

ひまわり幼児園 
直営 H14 14 新耐震施設 1,788.11 

泊南部保育所 直営 S51 40 未実施 744.73 

いちご保育園 直営 H20 8 新耐震施設 1,815.06 

小計 4,996.75 

幼児・児

童施設 

1 児童館（複合施設） 直営 H16 12 未実施 295.04 

小計 295.04 

合計 8,616.60 
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⑥公営住宅 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

公営住宅 

9 

朝日町営住宅向陽町団地１号棟 直営 S56 35 新耐震施設 1,044.64 

朝日町営住宅向陽町団地２号棟 直営 S56 35 新耐震施設 1,044.64 

朝日町営住宅向陽町団地３号棟 直営 S57 34 新耐震施設 1,044.64 

朝日町営住宅旭ケ丘団地１号棟 直営 S63 28 新耐震施設 932.88 

朝日町営住宅旭ケ丘団地２号棟 直営 S63 28 新耐震施設 932.88 

朝日町営住宅旭ケ丘団地３号棟 直営 H1 27 新耐震施設 1,475.19 

朝日町営住宅旭ケ丘団地４号棟 直営 H2 26 新耐震施設 1,000.38 

朝日町営住宅旭ケ丘団地５号棟 直営 H2 26 新耐震施設 1,000.38 

朝日町営住宅旭ケ丘団地集会所 直営 H2 26 新耐震施設 69.99 

小計 8,545.62 

合計 8,545.62 

⑦下水道施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

下水道 

施設 

7 

朝日浄化センター 管理棟 町有 H12 16 新耐震施設 525.00 

朝日浄化センター オキシデーシ

ョンディッチ上屋１ 
町有 H12 16 新耐震施設 424.00 

朝日浄化センター オキシデーシ

ョンディッチ上屋２ 
町有 H20 8 新耐震施設 411.00 

朝日浄化センター 

塩素混和池・ろ過棟 
町有 H12 16 新耐震施設 148.00 

朝日浄化センター 

汚泥処理棟 
町有 H13 15 新耐震施設 623.00 

朝日浄化センター 

沈砂池・主ポンプ棟 
町有 H20 8 新耐震施設 427.00 

朝日浄化センター 渡り廊下 町有 H20 8 新耐震施設 55.00 

小計 2,613.00 

合計 2,613.00 
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⑧町民文化系施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

集会施設 
13 

蛭谷自治会館 貸与 S61 30 新耐震施設 296.82 

羽入自治会館 貸与 S61 30 新耐震施設 271.80 

朝日町南保地区多目的施設 みず

穂館 
指定 H19 9 新耐震施設 799.60 

朝日町若者創作活動施設 関の館 指定 H10 18 新耐震施設 740.00 

朝日町地域農産物等活用型総合交

流促進施設 カルチャーセンター

みやざき 

指定 H11 17 新耐震施設 837.00 

朝日町笹川地区多目的施設 共生

の里さゝ郷 
指定 H13 15 新耐震施設 928.05 

朝日町笹川地区多目的施設 共生

の里さゝ郷 バーベキュー棟１ 
指定 H27 1 新耐震施設 4.86 

朝日町笹川地区多目的施設 共生

の里さゝ郷 バーベキュー棟２ 
指定 H27 1 新耐震施設 4.86 

朝日町笹川地区多目的施設 共生

の里さゝ郷 バーベキュー棟３ 
指定 H27 1 新耐震施設 4.86 

朝日町五箇庄地区多目的施設 彩

の里（複合施設） 
指定 H25 3 新耐震施設 978.93 

朝日町山崎地区多目的施設 やま

ざき紅悠館 
指定 H14 14 新耐震施設 743.40 

朝日町緑化推進及び多目的施設 

大家庄華遊館 
指定 H12 16 新耐震施設 896.00 

あさひコミュニティホール アゼ

リア 
指定 H4 24 新耐震施設 2,025.00 

小計 8,531.18 

合計 8,531.18 
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⑨学校教育系施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

学校 
9 

さみさと小学校 校舎 直営 H6 22 新耐震施設 8,715.00 

さみさと小学校 

中央暖房ガス庫 
直営 H6 22 新耐震施設 24.00 

さみさと小学校 自動車車庫 直営 H7 21 新耐震施設 88.00 

さみさと小学校 倉庫 直営 H7 21 新耐震施設 98.00 

さみさと小学校 プール付属室 直営 H13 15 新耐震施設 116.00 

あさひ野小学校 校舎 直営 H10 18 新耐震施設 5,541.00 

あさひ野小学校 プール付属室 直営 H16 12 新耐震施設 120.00 

朝日中学校 校舎 直営 H23 5 新耐震施設 13,093.00 

朝日中学校 プール付属室 直営 H23 5 新耐震施設 141.00 

小計 27,936.00 

その他教

育施設 

3 

教育センター 事務所 直営 H5 23 新耐震施設 407.90 

教育センター 車庫 直営 H5 23 新耐震施設 74.19 

教育センター 倉庫 直営 H5 23 新耐震施設 34.90 

小計 516.99 

合計 28,452.99 

⑩公園 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

公園 

6 

朝日町森林総合利用施設「三峯グ

リーンランド」 管理事務所 
直営 S54 37 不要 97.20 

棚山ファミリーランド 管理事

務所 
直営 S63 28 不要 103.68 

朝日町高齢者生きがいセンター

「棚山荘」 
直営 S55 36 未実施 213.80 

歴史公園 管理棟 直営 H2 26 新耐震施設 188.00 

歴史公園 公衆便所 直営 H2 26 新耐震施設 18.00 

歴史公園 水車小屋 直営 H2 26 新耐震施設 33.00 

小計 653.68 

合計 653.68 
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⑪病院 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

病院 

3 

あさひ総合病院 直営 H16 12 新耐震施設 17,503.09 

あさひ総合病院公舎新館 直営 H16 12 新耐震施設 801.12 

あさひ総合病院公舎旧館 直営 S59 32 新耐震施設 1,450.75 

小計 19,754.96 

合計 19,754.96 

⑫その他施設 

施設 
分類 

棟数 建物名称 
運営 
形態 

建築 
年度 

経過 
年数 

耐震 
補強 

延床面積 
（㎡） 

その他 

施設 

6 

朝日町ふるさと移住体験施設 ほ

たる交流館 
指定 H27 1 新耐震施設 283.04 

朝日町ふるさと移住交流体験施設 

東屋 
指定 H27 1 新耐震施設 14.58 

第１資源物回収広場 直営 S53 38 未実施 172.40 

第２資源物回収広場 直営 H27 1 新耐震施設 148.31 

第６分団大平車庫 貸与 S58 33 不明 24.70 

プレハブ 貸与 H26 2 不明 37.00 

小計 680.03 

合計 680.03 
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運営形態凡例 

  ・町有   ：町が所有し、管理運営している施設。 

  ・直営   ：所有形態に関わらず、町が管理運営している施設。 

  ・指定   ：指定管理者施設。 

 ・貸与   ：町が所有する施設を組織や個人に貸し出している施設。 

耐震補強凡例 

 ・実施済  ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強実施済みの施設。 

  ・未実施  ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強未実施の施設。 

  ・一部実施 ：耐震補強診断が必要な施設のうち、耐震補強を一部実施済みの施設。 

  ・新耐震施設：昭和 57 年以降に建設された新耐震基準の施設。 

  ・不明   ：耐震補強診断及び耐震補強の状況が不明なもの。 

  ・不要   ：富山県の公共施設等総合管理計画の方針による。


